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本 稿 の 目 的
　本稿では，1990年，1995年，2000年，2003年の韓国の産業連関表1）に基づいて算定した産
業別影響力係数及び感応度係数をデータとして，韓国の重要な産業は何であろうか，また，
あわせて，韓国の経済において，弾力的あるいは硬直的と思われる産業は何であろうかを検
出することを目的とする。その際，統計分析ソフト「SAS（Statistical Analysis System）」
によって因子分析を行う。
1.　韓国の産業別影響力係数の因子分析
　この節では，「表1－1韓国の産業別影響力係数2）」に基づいて，SAS（Statistical Analysis 
System）により，因子分析を行う。
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ロセスを用いている。
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　〔出力結果1－1〕は以下の通りである。
〔出力結果1－1：韓国の産業別影響力係数の因子分析〕
Initial Factor Method: Principal Components
Prior Communality Estimates: ONE
Eigenvalues of the Correlation Matrix: Total = 4  Average = 1
     Eigenvalue   　 Difference   　　 Proportion    Cumulative
1    3.66025800    3.37587060        0.9151        0.9151
2    0.28438740    0.24177594        0.0711        0.9862
3    0.04261146    0.02986831        0.0107        0.9968
4    0.01274315                      0.0032        1.0000
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〔表1－1〕　韓国の産業別影響力係数
2003200019951990産　　　業　　　名整理番号
0.9005290.8975610.8532720.868876農林水産品a
0.9176520.9577830.9046680.870471鉱産品b
1.1102361.0863271.0926691.076451飲食用品c
1.0451171.0726311.0537221.175233繊維及び革製品d
1.1022551.0797420.9857160.953602木材及び紙製品e
1.1468781.1958441.0929241.120135印刷及び出版f
0.6440580.6382470.6941870.800225石油及び石炭製品g
1.0308581.0308451.0108921.01256化学製品h
1.0727001.0783091.068921.219256非金属鉱物製品i
1.1153381.1122761.1062721.102071第 1 次金属製品j
1.1553841.1492631.2151671.080858金属製品k
1.1699281.1359721.0911741.05494一般機械l
0.9997710.9941641.0140370.987793電気及び電子機器m
0.9914801.0557821.0513991.149379精密機器n
1.3159341.3380611.2161721.132353自動車o
1.0509371.038571.0244680.794286家具及び他の製造業p
0.7815310.7725160.8744270.900042電力，ガス及び水道q
1.0822131.0798821.0573411.038105建設r
0.8542860.8375620.8359790.794155卸・小売s
1.0423391.0638590.928830.836471飲食店及び宿泊t
0.8308540.8038420.8199630.829569運送及び保管u
0.8508780.8714360.7085320.641825通信及び放送v
0.7826520.7905490.8040280.820195金融及び保険w
0.8219900.8178950.8646270.856622不動産及び事業サービスx
0.8232120.8085920.900620.908153公共行政及び国防y
0.8544210.8345230.8124420.811937教育及び保健z
0.9863300.9733540.9552411.00541社会及び他のサービスaa
1.4651331.3656691.4448521.71159その他ab
出所：著者が韓国銀行から算出・作成
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2 factors will be retained by the NFACTOR criterion.
Factor Pattern
　　　　　　　　　　Factor1         Factor2
X1      1990         0.90158         0.42563
X2      1995         0.98334         0.04900
X3      2000         0.96305        -0.24981
X4      2003         0.97621        -0.19601
Variance Explained by Each Factor
Factor1         Factor2
3.6602580       0.2843874
Final Communality Estimates: Total = 3.944645
X1              X2              X3              X4
0.99400312      0.96936415      0.98986440      0.99141373
Scoring Coefficients Estimated by Regression
Squared Multiple Correlations of the Variables with Each Factor
Factor1         Factor2
1.0000000       1.0000000
Standardized Scoring Coefficients
　　　　　　　Factor1         Factor2
X1      1990      0.24631491      1.49666697
X2      1995      0.26865401      0.17229105
X3      2000      0.26310907      -0.8784122
X4      2003      0.26670657      -0.6892213
　〔出力結果1－1〕から，ここで必要とする最小限の情報を拾い上げると，以下のようになる。
　まず，Eigenvalues of the Correlation Matrix: Total = 4  Average = 1 及び Variance 
Explained by Each Factorによれば，第 1 因子（FACTOR1）の固有値（Eigenvalue）は
3.6602，寄与率（Proportion）は0.9151で，第 2 因子（FACTOR2）の固有値（Eigenvalue）
は0.2843，寄与率（Proportion）は0.0711である。第 1 因子（FACTOR1）は 1 より大きいの
で問題はない。第 2 因子（FACTOR2）は 1 以下である。
　このことは，もとのデータの情報が，第 1 因子に91.51％が集中して，第 2 因子には僅か
7.11％しか集められていないことをも示している。この場合，通常は，2 因子モデルとして，
最良適合ではないが，仮に 2 因子モデルが成り立つものとして，ここでは 2 因子分析を採用
することにする。もし，不都合が生じたり，解釈の非現実性が生じれば，その時点で検討す
るなり，中止するなりして，ここでは分析作業を続行することにする3）。
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3） 柳田義章『労働生産性の国際比較研究――リカ－ドウ貿易理論と連関して――』文眞堂，2002年，
32ページ参照
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　さて，Factor Paternによると，第 1 因子（FACTOR1）は，各変数全てにおいて，因子負
荷量の係数は，すべて正である。このことは，第 1 因子（FACTOR1）の値が大であれば，各
変数の値も大であることを意味し，その値が小であれば，各変数の値も小である。したがっ
て，第 1 因子（FACTOR1）は，全期間にわたる韓国の産業別影響力係数の数値の大・小を意
味しているものと解釈される。
　したがって，全期間において各時点の産業別影響力係数の数値が大であれば，後に示され
る各オブザベーションの因子得点が高くなり（＋表示），全期間において各時点の産業別影
響力係数の数値が小であれば，各オブザベーションの因子得点が低くなる（－表示），とい
うように解釈する。
　同じく，Factor Paternによると，第 2 因子（FACTOR2）は，期間の前半（X1，X2）の
因子負荷量の係数は正で，期間の後半（X3，X4）の因子負荷量の係数は負である。そこで，
この第 2 因子（FACTOR2）を，期間の前半（X1，X2）の産業別影響力の大・小とみると，
期間の前半（X1，X2）で産業別影響力が大であれば，第 2 因子の因子得点が大となり（＋
表示），期間の前半（X1，X2）で産業別影響力小であれば，第 2 因子の因子得点が小となる
（－表示），と解釈する。つまり，裏を返せば，第 2 因子の産業別影響力が大となる（＋表示）
とき，期間の後半（X3，X4）では産業別影響力が小となると言い換えることができよう。
同様に，第 2 因子の因子得点が小となる（－表示）ときは，期間の後半（X3，X4）で産業
別影響力が大といえる。
　以上のように，第 1 因子（FACTOR1），第 2 因子（FACTOR2）は，解釈されるであろう。
　さて，各産業の第 1 因子（FACTOR1），第 2 因子（FACTOR2）の因子負荷量は〔出力結
果〕によれば，以下の因子得点表に示される通りである。
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〔表1－2〕　韓国の産業別影響力係数の因子得点表
産業別・因子得点表
象限FACTOR2FACTOR1産　　　業　　　名整理番号
3－0.10182－0.64751農林水産品a 1
3－0.41053－0.44335鉱産品b 2
2－0.102210.60249飲食用品c 3
10.909870.53923繊維及び革製品d 4
2－1.056050.25596木材及び紙製品e 5
2－0.482190.87888印刷及び出版f 6
41.55079－1.77587石油及び石炭製品g 7
2－0.066050.18608化学製品h 8
11.113870.66796非金属鉱物製品i 9
2－0.051390.70329第 1 次金属製品j10
2－0.438790.97307金属製品k11
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　そして，これに基づき各産業の因子得点を平面にプロットしたのが，〔図1－1〕である。
　〔出力結果1－1〈因子得点プロット〉〕から，意味ある情報を引き出すと以下のようになる。
　A. 第 1 象限（FACTOR1；全期間産業別影響力係数大（＋），FACTOR2；期間の前半で
産業別影響力係数大（＋））「d.繊維及び革製品，i.非金属鉱物製品，m.電気及び電
子機器，n.精密機器，ab.その他」
　B. 第 2 象限（FACTOR1；全期間産業別影響力係数大（＋），FACTOR2；期間の前半で
産業別影響力係数小（－））「c. 飲食用品，e. 木材及び紙製品，f. 印刷及び出版，h. 化
学製品，j. 第 1 次金属製品，k. 金属製品，l. 一般機械，o. 自動車，r. 建設」
　C. 第 3 象限（FACTOR1；全期間産業別影響力係数小（－），FACTOR2；期間の前半で
産業別影響力係数小（－））「a. 農林水産品，b. 鉱産品，p. 家具及び他の製造業，s. 
卸・小売，t. 飲食店及び宿泊，v. 通信及び放送，z. 教育及び保健」
　D. 第 4 象限（FACTOR1；全期間産業別影響力係数小（－），FACTOR2；期間の前半で
産業別影響力係数大（＋））「g. 石油及び石炭製品，q. 電力，ガス及び水道，u. 運送及
び保管，w. 金融及び保険，x. 不動産・事業サービス，y.公共行政及び国防」
　〔出力結果1－1〈因子得点プロット〉〕を整理すると，1990年，1995年，2000年，2003年
の期間において，韓国から見た弾力的な産業は，第 1 象限及び第 2 象限に対応して点在して
おり，韓国から見た硬直的産業は，第 3 象限及び 4 象限に対応して点在しているようである。
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産業別・因子得点表
象限FACTOR2FACTOR1産　　　業　　　名整理番号
2－0.749190.74009一般機械l12
10.063320.05806電気及び電子機器m13
11.012250.39719精密機器n14
2－1.649251.56874自動車o15
3－1.77988－0.01452家具及び他の製造業p16
41.25379－0.94617電力，ガス及び水道q17
2－0.279850.44584建設r18
3－0.18414－0.92825卸・小売s19
3－1.66477－0.0943 飲食店及び宿泊t20
40.32403－0.9985 運送及び保管u21
3－1.60152－1.27533通信及び放送v22
40.4943 －1.12918金融及び保険w23
40.53338－0.88437不動産・事業サービスx24
40.99409－0.77522公共行政及び国防y25
3－0.0627 －0.94967教育及び保健z26
40.29029－0.06904社会及び他のサービスaa27
12.140362.91439その他ab28
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　第 1 象限にある産業については，全期間で韓国の産業別影響力係数が大であり，前半の期
間で産業別影響力係数が大になる要因が強い産業のプロットである。（つまり，期間の後半
で産業別影響力係数が小になる要因が強いと言い換えられる）。この象限に属する産業は，
基本的には，韓国にとって弾力的な産業であり，将来は産業別影響力係数が小さくなる傾向
を持続すると，硬直的な産業に転化する可能性を含む産業である。
　第 2 象限は，全期間で韓国の産業別影響力係数が大であり，期間の前半で産業別影響力係
数が小になる産業のプロットである。（つまり，期間の後半で産業別影響力係数が大になる
要因が強いと言い換えられる）。この象限に属する産業は，韓国にとって非常に弾力的な産
業である。
　第 3 象限は，全期間で産業別影響力係数が小であり，期間の前半で産業別影響力係数が小
になる産業のプロットである。（つまり，期間の後半で産業別影響力係数が大になる要因が
強いと言い換えられる）。この象限に属する産業は，基本的には，韓国にとって硬直的な産
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〔図1－1〕　韓国の産業別影響力係数の因子分析：因子得点プロット4）
4） SASで分析した結果をJMPでプロットしたもので，結果は同じである。
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業であるが，期間の後半の産業別影響力係数が大になる傾向を持続すると弾力的である産業
に転化する可能性を含む産業である。
　第 4 象限は，全期間で産業別影響力係数が小であり，期間の前半では産業別影響力係数が
大になる要因が強い産業のプロットである。（つまり，期間の後半で産業別影響力係数が小
になる要因が強いと言い換えられる）。この象限に属する産業は，基本的には，韓国にとっ
ては硬直的な産業である。
　以上，2 因子モデルが成り立つと仮定して，分析を続行したが，現実の解釈において，問
題はなかったようである。
2.　韓国の産業別影響力係数の因子分析－バリマックス法
　第 1 節の因子分析をさらに進めて，同じく「表1－1韓国の産業別影響力係数」に基づいて，
SAS（Statistical Analysis System）により，バリマックス法を用いて因子分析を試みる。〔出
力結果2－1〕は下の通りである。
〔韓国の産業別影響力係数の因子分析：出力結果2－1〈バリマックス法〉〕
Rotation Method: Varimax
Orthogonal Transformation Matrix
　　　1               2
1         0.77318         0.63419
2        -0.63419         0.77318
Rotated Factor Pattern
　　　　　　　　　　Factor1         Factor2
X1      1990         0.42714         0.90086
X2      1995         0.72922         0.66151
X3      2000         0.90303         0.41761
X4      2003         0.87909         0.46756
Variance Explained by Each Factor
Factor1         Factor2
2.3024876       1.6421577
Final Communality Estimates: Total = 3.944645
X1              X2              X3              X4
0.99400312      0.96936415      0.98986440      0.99141373
Scoring Coefficients Estimated by Regression
Squared Multiple Correlations of the Variables with Each Factor
Factor1         Factor2
1.0000000       1.0000000
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Standardized Scoring Coefficients
　　　　　　　　Factor1         Factor2
X1      1990     -0.7587283      1.31339803
X2      1995      0.0984514      0.30358937
X3      2000      0.76051104    -0.5123059 
X4      2003      0.64330929    -0.3637465 
　バリマックス法の〔出力結果2－1〕によれば，2 つの因子の分散を示す「Variance 
Explained by Each Factor」で，第 1 因子（FACTOR1）が2.3024，第 2 因子（FACTOR2）
が1.6421と，第 1 因子及び第 2 因子ともに 1 以上で，さらに総分散 4 のうち3.944645，すな
わち，98.61％の情報を集めており，2 因子モデルが成り立つであろう。
　次に，回転後の因子負荷量（Rotated Factor Patern）については，見られる通り，第 1 因
子（FACTOR1）が期間の後半（X2，X3，X4）に大きな因子負荷量を有しており，第 2 因子
（FACTOR2）は期間の前半（X1）に大きな因子負荷量を示している。そこで，第 1 因子
（FACTOR1）を期間の後半（X2，X3，X4）の産業別影響力係数大・小，第 2 因子
（FACTOR2）を期間の前半（X1）の産業別影響力係数大・小，と解釈する。このように解釈
したのち，因子得点表を示すと，「表2－1」の通りである。
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〔表2－1〕　韓国の産業別影響力係数の因子得点表－〈バリマックス法〉
産業別・因子得点表
象限FACTOR2FACTOR1産　　　業　　　名整理番号
3－0.48937－0.43606農林水産品a 1
3－0.59858－0.08243鉱産品b 2
10.303060.53065飲食用品c 3
41.04547－0.16011繊維及び革製品d 4
2－0.654180.86765木材及び紙製品e 5
10.184560.98533印刷及び出版f 6
40.07279－2.35656石油及び石炭製品g 7
10.066940.18576化学製品h 8
41.28483－0.18996非金属鉱物製品i 9
10.406290.57636第 1 次金属製品j10
10.277851.03063金属製品k11
2－0.109891.04735一般機械l12
10.085780.00473電気及び電子機器m13
41.03455－0.33486精密機器n14
2－0.280282.25885自動車o15
2－1.385371.11756家具及び他の製造業p16
40.36935－1.5267 電力，ガス及び水道q17
10.066370.52219建設r18
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　次に，第 1 因子を期間の後半の産業別影響力係数大・小を示すものとして，これをY軸に
とり，第 2 因子を期間の前半の産業別影響力大・小を示すものとして，これをX軸にとり，
各産業の因子得点を平面にプロットしたのが，〔図2－1〕である。
　〔出力結果2－1〈因子得点プロット（バリマックス法）〉〕から，意味ある情報を引き出すと
以下のようになる。
　A. 第 1 象限（FACTOR1；期間の後半で産業別影響力係数大（＋），FACTOR2；期間の
前半で産業別影響力係数大（＋））
―　　―93
〔図2－1〕　韓国の産業別影響力係数の因子分析：因子得点プロット－〈バリマックス法〉
産業別・因子得点表
象限FACTOR2FACTOR1産　　　業　　　名整理番号
3－0.73106－0.60092卸・小売s19
2－1.346960.98287飲食店及び宿泊t20
3－0.3827 －0.97751運送及び保管u21
2－2.047060.02961通信及び放送v22
3－0.33394－1.18653金融及び保険w23
3－0.14847－1.02204不動産及び事業サービスx24
40.27697－1.22982公共行政及び国防y25
3－0.65075－0.6945 教育及び保健z26
40.18066－0.23748社会及び他のサービスaa27
13.503160.89594その他ab28
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 「c.飲食用品，f. 印刷及び出版，h. 化学製品，j. 第 1 次金属製品，k. 金属製品，m. 電
気及び電子機器，r. 建設，ab. その他」
　B. 第 2 象限（FACTOR1；期間の後半で産業別影響力係数大（＋），FACTOR2；期間の
前半で産業別影響力係数小（－））
 「e.木材及び紙製品，l.一般機械，o. 自動車，p. 家具及び他の製造業，t. 飲食店及び
宿泊，v. 通信及び放送」
　C. 第 3 象限（FACTOR1；期間の後半で産業別影響力係数小（－），FACTOR2；期間の
前半で産業別影響力係数小（－））
 「a. 農林水産品，b. 鉱産品，s. 卸・小売，u. 運送及び保管，w. 金融及び保険，x. 不動
産及び事業サービス，z. 教育及び保健」
　D. 第 4 象限（FACTOR1；期間の後半で産業別影響力係数小（－），FACTOR2；期間の
前半で産業別影響力係数大（＋））
 「d. 繊維及び革製品，g. 石油及び石炭製品，i. 非金属鉱物製品，n. 精密機器，q. 電力，
ガス及び水道，y. 公共行政及び国防，aa. 社会及び他のサービス」
　第 1 象限は，期間の前半及び後半で産業別影響力係数が大の産業のプロットである。この
象限に属する産業は，韓国にとって非常に弾力的な産業である。
　第 2 象限は，期間の後半で産業別影響力係数が大であり，期間の前半で産業別影響力係数
が小の産業のプロットである。この象限に属する産業は，後半の期間での産業別影響力係数
が大きくなる傾向が持続されれば，第 1 象限に位置を移し，弾力的な産業に転じる可能性を
含むであろう。
　第 3 象限は，期間の前半及び後半で産業別影響力係数が小の産業のプロットである。この
象限に属する産業は韓国にとって硬直的な産業である。
　第 4 象限は，期間の後半で産業別影響力係数が小であり，期間の前半で産業別影響力係数
が大の産業のプロットである。この象限に属する産業は，後半の期間で産業別影響力係数が
小さくなる傾向を持続するならば，第 3 象限に位置を移し，韓国にとって硬直的な産業へと
転じる可能性がある。
3.　韓国の産業別感応度係数の因子分析
　この節では，「表3－1 韓国の産業別感応度係数」に基づいて，SAS （Statistical Analysis 
System）により因子分析を行う。
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　〔出力結果3－1〕は以下の通りである。
〔韓国の産業別感応度係数の因子分析：出力結果3－1〕
Initial Factor Method: Principal Components
Prior Communality Estimates: ONE
Eigenvalues of the Correlation Matrix: Total = 4  Average = 1
　　　　Eigenvalue    Difference    　Proportion   　 Cumulative
1    3.49919029    3.09439818        0.8748        0.8748
2    0.40479211    0.35312835        0.1012        0.9760
3    0.05166376    0.00730992        0.0129        0.9889
4    0.04435384                      0.0111        1.0000
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〔表3－1〕　韓国の産業別感応度係数
2003200019951990産　　　業　　　名整理番号
1.0670201.1025511.1176381.060937農林水産品a
0.6647280.6550170.7147680.775718鉱産品b
0.6978020.6753920.7416450.842312飲食用品c
0.7772520.7850320.7706110.859331繊維及び革製品d
1.3275091.4023341.442191.402311木材及び紙製品e
1.0271230.9692291.0702670.913176印刷及び出版f
1.5580771.5879661.347871.333612石油及び石炭製品g
1.0616721.1009521.0540291.035069化学製品h
0.6610560.6597170.6846641.842982非金属鉱物製品i
1.4423591.4052211.4778771.287145第 1 次金属製品j
1.3319421.2774011.2317661.001845金属製品k
1.0053081.034861.0217270.969206一般機械l
0.8175510.8514180.8001750.757601電気及び電子機器m
0.6790600.7079980.701971.110021精密機器n
1.0864441.0480121.0614460.65229自動車o
0.6985460.6999570.7517551.77542家具及び他の製造業p
1.3548661.3211851.2825140.804298電力，ガス及び水道q
0.6778590.6659860.7256790.721783建設r
2.1855572.2955472.1133012.716678卸・小売s
1.5703111.5328470.9410760.966987飲食店及び宿泊t
2.1771101.396021.7012871.597193運送及び保管u
1.3476921.4024021.080140.928376通信及び放送v
2.2407232.5962252.4613052.725609金融及び保険w
2.2588242.1068282.002351.603351不動産及び事業サービスs
0.6484240.5300070.5436480.522688公共行政及び国防y
0.9556330.8898570.8551010.601005教育及び保健z
0.6558840.6538820.6355050.645191社会及び他のサービスaa
0.9718831.0073781.0137871.049979その他ab
出所：著者が韓国銀行から算出・作成
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2 factors will be retained by the NFACTOR criterion.
Factor Pattern
　　　　　　　　　　Factor1         Factor2
X1      1990         0.82656         0.56176
X2      1995         0.97993        -0.08980
X3      2000         0.97225        -0.14846
X4      2003         0.95419        -0.24313
Variance Explained by Each Factor
Factor1         Factor2
3.4991903       0.4047921
Final Communality Estimates: Total = 3.903982
X1              X2              X3              X4
0.99876904      0.96832729      0.96730441      0.96958166
Scoring Coefficients Estimated by Regression
Squared Multiple Correlations of the Variables with Each Factor
Factor1         Factor2
1.0000000       1.0000000
Standardized Scoring Coefficients
　　　　　　　　　Factor1         Factor2
X1      1990      0.23621324       1.38777722
X2      1995      0.28004496      -0.2218325 
X3      2000      0.277849      　-0.3667623 
X4      2003      0.27268748      -0.600628  
　〔出力結果3－1〕から，ここで必要とする最小限の情報を拾い上げると，以下のようになる。
　まず，Eigenvalues of the Correlation Matrix: Total ＝4，Average ＝1 及び Variance 
Explained by Each Factorによれば，第 1 因子（FACTOR1）の固有値（Eigenvalue）は
3.4991，寄与率（Proportion）は0.8748で，第 2 因子（FACTOR2）の固有値（Eigenvalue）
は0.4047，寄与率（Proportion）は0.1012である。第 1 因子（FACTOR1）は 1 より大きいの
で問題はない。第 2 因子（FACTOR2）は 1 以下である。このことは，もとのデータの情報
が，第 1 因子に87.48％が集中して，第 2 因子には僅か10.12％しか集められていないことをも
示している。この場合，通常は，2 因子モデルとして，最良適合ではないが，仮に 2 因子モ
デルが成り立つものとして，ここでは 2 因子分析を採用することにする。もし，不都合が生
じたり，解釈の非現実性が生じれば，その時点で検討するなり，中止するなりして，ここで
は分析作業を続行することにする。
　さて，Factor Paternによると，第 1 因子（FACTOR1）は，各変数全てにおいて，因子負
荷量の係数は，すべて正である。このことは，第 1 因子（FACTOR1）の値が大であれば，各
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変数の値も大であることを意味し，その値が小であれば，各変数の値も小である。したがっ
て，第 1 因子（FACTOR1）は，全期間にわたる韓国の産業別感応度係数の数値の大・小を意
味しているものと解釈される。
　したがって，全期間において各時点の産業別感応度係数の数値が大であれば，後に示され
る各オブザベーションの因子得点が高くなり（＋表示），全期間において各時点の産業別感
応度係数の数値が小であれば，各オブザベーションの因子得点が低くなる（－表示），とい
うように解釈する。
　同じく，Factor Paternによると，第 2 因子（FACTOR2）は，期間の前半（X1）の因子負
荷量の係数は正で，期間の後半（X2，X3，X4）因子負荷量の係数は負である。そこで，こ
の第 2 因子（FACTOR2）を，期間の前半（X1）の産業別感応度大・小とみると，期間の前
半（X1）で産業別感応度大であれば，第 2 因子の因子得点が大となり（＋表示），期間の前
半（X1）で産業別感応度が小であれば，第 2 因子の因子得点が小となる（－表示），と解釈
する。つまり，裏を返せば，第 2 因子の産業別感応度が大となる（＋表示）とき，期間の後
半では産業別感応度が小となると言い換えることができよう。同様に，第 2 因子の因子得点
が小となる（－表示）ときは，期間の後半で産業別感応度が大といえる。
　次に，第 1 因子（FACTOR1），第 2 因子（FACTOR2）の因子負荷量は〔出力結果3－1〕
によれば，〔表3－2〕の因子得点表に示される通りである。
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〔表3－2〕　韓国の産業別感応度係数の因子得点表
産業別・因子得点表
象限FACTOR2FACTOR1産　　　業　　　名整理番号
3－0.08145－0.12904農林水産品a 1
40.18242－0.93617鉱産品b 2
40.28177－0.86412飲食用品c 3
40.14117－0.73966繊維及び革製品d 4
10.097890.50227木材及び紙製品e 5
3－0.28414－0.3112 印刷及び出版f 6
2－0.4251 0.63801石油及び石炭製品g 7
3－0.10838－0.18101化学製品h 8
42.83304－0.50468非金属鉱物製品i 9
2－0.337870.53665第 1 次金属製品j10
2－0.709980.14567金属製品k11
3－0.14424－0.29258一般機械l12
3－0.21722－0.70841電気及び電子機器m13
40.96004－0.76735精密機器n14
3－1.0484 －0.35284自動車o15
42.56322－0.45243家具及び他の製造業p16
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　そして，〔表1－4〕に基づき各産業の因子得点を平面にプロットしたのが，〔図3－1〕であ
る。
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〔図3－1〕　韓国の産業別感応度係数の因子分析：因子得点プロット
産業別・因子得点表
象限FACTOR2FACTOR1産　　　業　　　名整理番号
2－1.278860.12792電力，ガス及び水道q17
40.02123－0.93967建設r18
11.409612.37705卸・小売s19
2－1.116110.22147飲食店及び宿泊t20
2－0.5187 1.17892運送及び保管u21
2－0.9271 0.10061通信及び放送v22
10.993622.77521金融及び保険w23
2－1.239611.78136不動産・事業サービスx24
3－0.25566－1.21858公共行政及び国防y25
3－0.81618－0.64895教育及び保健z26
3－0.09195－1.04292社会及び他のサービスaa27
40.11694－0.29552その他ab28
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　〔出力結果3－1〈因子得点プロット〉〕から，意味ある情報を引き出すと以下のようになる。
　A. 第 1 象限（FACTOR1；全期間産業別感応度係数大（＋），FACTOR2；期間の前半で
産業別感応度係数大（＋））
 「e. 木材及び紙製品，s. 卸・小売，w. 金融及び保険」
　B. 第 2 象限（FACTOR1；全期間産業別感応度係数大（＋），FACTOR2；期間の前半で
産業別感応度係数小（－））
 「g. 石油及び石炭製品，j. 第 1 次金属製品，k. 金属製品，q. 電力，ガス及び水道，t. 
飲食店及び宿泊，u. 運送及び保管，v. 通信及び放送，x. 不動産・事業サービス」
　C. 第 3 象限（FACTOR1；全期間産業別感応度係数小（－），FACTOR2；期間の前半で
産業別感応度係数小（－））
 「a. 農林水産品，f. 印刷及び出版，h. 化学製品，l. 一般機械，m. 電気及び電子機器，
o. 自動車，y. 公共行政及び国防，j. 教育及び保健，aa. 社会及び他のサービス」
　D. 第 4 象限（FACTOR1；全期間産業別感応度係数（－），FACTOR2；期間の前半で産
業別感応度係数大（＋））
 「b. 鉱産品，c. 飲食用品，d. 繊維及び革製品，i. 非金属鉱物製品，n. 精密機器，p. 家
具及び他の製造業，r. 建設，ab. その他」
　〔出力結果3－1〈因子得点プロット〉〕を整理すると，1990年，1995年，2000年，2003年
の期間において，韓国から見た弾力的な産業は，第 1 象限及び第 2 象限に対応して点在して
おり，韓国から見た硬直的な産業は，第 3 象限及び 4 象限に対応して点在しているようであ
る。
　第 1 象限にある産業については，全期間で韓国の産業別感応度係数が大であり，前半の期
間で産業別感応度係数が大になる要因が強い産業のプロットである。（つまり，期間の後半
で産業別感応度係数が小になる要因が強いと言い換えられる）。この象限に属する産業は，
基本的には，韓国にとって弾力的な産業であり，将来は産業別感応度係数が小傾向を持続す
ると，硬直的な産業に転化する可能性を含む産業である。
　第 2 象限は，全期間で韓国の産業別感応度係数が大であり，期間の前半で産業別感応度係
数が小になる産業のプロットである。（つまり，期間の後半で産業別感応度係数が大になる
要因が強いと言い換えられる）。この象限に属する産業は，韓国にとって非常に弾力的な産
業である。
　第 3 象限は，全期間で産業別感応度係数が小であり，期間の前半で産業別感応度係数が小
になる産業のプロットである。（つまり，期間の後半で感応度係数が大になる要因が強いと
言い換えられる）。この象限に属する産業は，基本的には，韓国にとって硬直的な産業であ
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るが，期間の後半の産業別感応度係数が大になる傾向を持続すると弾力的である産業に転化
する可能性を含む産業である。
　第 4 象限は，全期間で産業別感応度係数が小であり，期間の前半では産業別感応度係数が
小になる産業のプロットである。（つまり，期間の後半で産業別感応度係数が小になる要因
が強いと言い換えられる）。この象限に属する産業は，基本的には，韓国にとっては硬直的
な産業である。
　以上，2 因子モデルが成り立つと仮定して，分析を続行したが，現実の解釈において，問
題はなかったようである。
4.　韓国の産業別感応度係数の因子分析－バリマックス法
　第 3 節の因子分析をさらに進めて，同じく「表1－3韓国の産業別感応度係数」に基づいて，
SAS（Statistical Analysis System）により，バリマックス法を用いて因子分析を試みる。〔出
力結果4－1〕は下の通りである。
〔韓国の産業別感応度係数の因子分析：出力結果4－1〈バリマックス法〉〕
Rotation Method: Varimax
Orthogonal Transformation Matrix
　　　　1               2
1         0.83640         0.54812
2        -0.54812         0.83640
Rotated Factor Pattern
　　　　　　　　　　Factor1         Factor2
X1      1990         0.38342         0.92291
X2      1995         0.86884         0.46201
X3      2000         0.89456         0.40873
X4      2003         0.93135         0.31965
Variance Explained by Each Factor
Factor1         Factor2
2.5695383       1.3344441
Final Communality Estimates: Total = 3.903982
X1              X2              X3              X4
0.99876904      0.96832729      0.96730441      0.96958166
Scoring Coefficients Estimated by Regression
Squared Multiple Correlations of the Variables with Each Factor
Factor1         Factor2
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1.0000000       1.0000000
Standardized Scoring Coefficients
　　　　　　　　Factor1         Factor2
X1      1990     -0.5630929        1.29021267
X2      1995      0.35582019      -0.0320443 
X3      2000      0.43342177      -0.1544676 
X4      2003      0.55729004      -0.3529026 
　〔出力結果4－1〈因子得点プロット（バリマックス法）〉〕から，意味ある情報を引き出すと
以下のようになる。バリマックス法の〔出力結果4－1〕によれば，2 つの因子の分散を示す
「Variance Explained by Each Factor」で，第 1 因子（FACTOR1）が2.5695，第 2 因子
（FACTOR2）が1.3344と，第 1 因子及び第 2 因子ともに 1 以上で，さらに総分散 4 のうち
3.903982，すなわち，97.59％の情報を集めており，2 因子モデルが成り立つであろう。
　次に，回転後の因子負荷量（Rotated Factor Patern）については，見られる通り，第 1 因
子（FACTOR1）が期間の後半（X2，X3，X4）に大きな因子負荷量を有しており，第 2 因子
（FACTOR2）は期間の前半（X1）に大きな因子負荷量を示している。そこで，第 1 因子
（FACTOR1）を期間の後半（X2，X3，X4）の産業別感応度係数大・小，第 2 因子
（FACTOR2）を期間の前半（X1）の産業別感応度係数大・小と解釈する。
　このように解釈したのち，各オブザベーションの因子得点表を示すと，〔表4－1〕の通り
である。
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〔表4－1〕　韓国の産業別感応度係数の因子得点表－〈バリマックス法〉
産業別・因子得点表
象限FACTOR2FACTOR1産　　　業　　　名整理番号
3－0.13886－0.06328農林水産品a 1
3－0.36055－0.883  鉱産品b 2
3－0.23797－0.87719飲食用品c 3
3－0.28734－0.69603繊維及び革製品d 4
10.357180.36644木材及び紙製品e 5
3－0.40823－0.10454印刷及び出版f 6
2－0.005850.76664石油及び石炭製品g 7
3－0.18986－0.09199化学製品h 8
42.09294－1.97495非金属鉱物製品i 9
10.011550.63404第 1 次金属製品j10
2－0.513980.51099金属製品k11
3－0.28101－0.16566一般機械l12
3－0.56998－0.47346電気及び電子機器m13
40.38238－1.16802精密機器n14
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　次に，第 1 因子を期間の後半の産業別感応度係数大・小を示すものとして，これをY軸に
とり，第 2 因子を期間の前半の産業別感応度大・小を示すものとして，これをX軸にとり，
各産業の因子得点を平面にプロットしたのが，〔図4－1〕である。
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〔図1－4〕　韓国の感応度係数の因子分析：因子得点プロット－〈バリマックス法〉
産業別・因子得点表
象限FACTOR2FACTOR1産　　　業　　　名整理番号
2－1.070280.27953自動車o15
41.8959 －1.78336家具及び他の製造業p16
4－0.999520.80795電力，ガス及び水道q17
3－0.49729－0.79758建設r18
12.4819 1.21554卸・小売s19
4－0.812130.797  飲食店及び宿泊t20
10.212341.27036運送及び保管u21
4－0.720280.59231通信及び放送v22
12.3522 1.77657金融及び保険w23
4－0.060422.16938不動産及び事業サービスx24
3－0.88176－0.87909公共行政及び国防y25
3－1.03836－0.09542教育及び保健z26
3－0.64855－0.8219 社会及び他のサービスaa27
3－0.06417－0.31127その他ab28
韓国の産業別影響力係数及び感応度係数について
　〔出力結果1－4〈因子得点プロット（バリマックス法）〉〕から，意味ある情報を引き出すと
以下のようになる。
　A. 第 1 象限（FACTOR1；期間の後半で産業別感応度係数大（＋），FACTOR2；期間の
前半で産業別感応度係数大（＋））
 「e. 木材及び紙製品，j. 第 1 次金属製品，s. 卸・小売，u. 運送及び保管，w. 金融及び
保険」
　B. 第 2 象限（FACTOR1；期間の後半で産業別感応度係数大（＋），FACTOR2；期間の
前半で産業別感応度係数小（－））
 「g. 石油及び石炭製品，k. 金属製品，o. 自動車」
　C. 第 3 象限（FACTOR1；期間の後半で産業別感応度係数小（－），FACTOR2；期間の
前半で産業別感応度係数小（－））
 「a. 農林水産品，b. 鉱産品，c. 飲食用品，d. 繊維及び革製品，f. 印刷及び出版，h. 化
学製品，l. 一般機械，m. 電気及び電子機器，r. 建設，y. 公共行政及び国防，z. 教育及
び保健，aa. 社会及び他のサービス，ab. その他」
　D. 第 4 象限（FACTOR1；期間の後半で産業別感応度係数小（－），FACTOR2；期間の
前半で産業別感応度係数大（＋））
 「i. 非金属鉱物製品，n. 精密機器，p. 家具及び他の製造業，q. 電力，ガス及び水道，
t. 飲食店及び宿泊，v. 通信及び放送，x. 不動産及び事業サービス」
　第 1 象限は，期間の前半及び後半で産業別感応度係数が大の産業のプロットである。この
象限に属する産業は，韓国にとって非常に弾力的な産業である。
　第 2 象限は，期間の後半で産業別感応度係数が大であり，期間の前半で産業別感応度係数
が小の産業のプロットである。この象限に属する産業は，後半の期間での産業別感応度係数
が大きくなる傾向が持続されれば，第 1 象限に位置を移し，弾力的な産業に転じる可能性を
含むであろう。
　第 3 象限は，期間の前半及び後半で産業別感応度係数が小の産業のプロットである。この
象限に属する産業は韓国にとって硬直的な産業である。
　第 4 象限は，期間の後半で産業別感応度係数が小であり，期間の前半で産業別感応度係数
が小の産業のプロットである。この象限に属する産業は，後半の期間で産業別感応度係数が
小さくなる傾向を持続するならば，第 3 象限に位置を移し，韓国にとって硬直的な産業へと
転じる可能性がある。
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5.　韓国の年度別産業の影響力係数と感応度係数のプロット化
　影響力係数と感応度係数の組み合わせにより，各産業を 4 つに分類することができる。
①　影響力係数＞1，感応度係数＞1（ 1 象限）
　他産業への影響力も，他産業からの感応度も大きい産業で，韓国としては弾力的な産業で
あることを意味する。
②　影響力係数＞1，感応度係数＜1（ 2 象限）
　他産業への影響力は大きいが，他産業からの感応度は小さい産業であることを意味する。
③　影響力係数＜1，感応度係数＜1（ 3 象限）
　他産業への影響力も，他産業からの感応度も小さい産業で，韓国としては硬直的な産業で
あることを意味する。
④　影響力係数＜1，感応度係数＞1（ 4 象限）
　他産業への影響力は小さいが，他産業からの感応度は大きい産業であることを意味する。
　1990年の産業別影響力係数と感応度係数により，各産業の特徴を見ると，他産業に対する
影響力，他産業から受ける感応度がともに強い産業（図5－1の第 1 象限）は，化学製品，非
金属鉱物製品，第 1 次金属製品，金属製品，精密機器，その他である。
　他産業に対する影響力が強く，他産業から受ける感応度が弱い産業（第 2 象限）は，飲食
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〔図5－1〕　韓国の産業別影響力係数と感応度係数のプロット（1990年）
韓国の産業別影響力係数及び感応度係数について
用品，繊維及び革製品，印刷及び出版，一般機械，自動車，建設，社会及び他のサービスで
ある。
　他産業に対する影響力，他産業から受ける感応度がともに弱い産業（第 3 象限）は，鉱産
品，電気及び電子機器，電力・ガス及び水道，飲食店及び宿泊，通信及び放送，公共行政及
び国防，教育及び保健である。
　他産業に対する影響力が弱く，他産業から受ける感応度が強い産業（第 4 象限）は農林水
産品，木材及び紙製品，石油及び石炭製品，家具及び他の製造業，卸・小売，運送及び保管，
金融及び保険，不動産及び事業サービス等である。
　1995年の産業別影響力係数と感応度係数により，各産業の特徴を見ると，他産業に対する
影響力，他産業から受ける感応度がともに強い産業（図5－2の第 1 象限）は，印刷及び出版，
化学製品，第 1 次金属製品，金属製品，一般機械，自動車，その他である。
　他産業に対する影響力が強く，他産業から受ける感応度が弱い産業（第 2 象限）は，飲食
用品，繊維及び革製品，木材及び紙製品，非金属鉱物製品，電気及び電子機器，精密機器，
家具及び他の製造業，建設である。
　他産業に対する影響力，他産業から受ける感応度がともに弱い産業（第 3 象限）は，鉱産
品，飲食店及び宿泊，公共行政及び国防，教育及び保健，社会及び他のサービスである。
　他産業に対する影響力が弱く，他産業から受ける感応度が強い産業（第 4 象限）は農林水
産品，石油及び石炭製品，電力・ガス及び水道，卸・小売，運送及び保管，通信及び放送，
金融及び保険，不動産及び事業サービス等である。
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〔表5－1〕　韓国の産業別影響力係数と感応度係数（1990年）
感応度係数影響力係数2　象　限感応度係数影響力係数1　象　限
0.8423121.076451飲食用品1.0350691.01256化学製品
0.8593311.175233繊維及び革製品1.8429821.219256非金属鉱物製品
0.9131761.120135印刷及び出版1.2871451.102071第 1 次金属製品
0.9692061.05494一般機械1.0018451.080858金属製品
0.652291.132353自動車1.1100211.149379精密機器
0.7217831.038105建設1.0499791.71159その他
0.6451911.00541社会及び他のサービス
感応度係数影響力係数 4　象　限感応度係数影響力係数 3　象　限
1.0609370.868876農林水産品0.7757180.870471鉱産品
1.4023110.953602木材及び紙製品0.7576010.987793電気及び電子機器
1.3336120.800225石油及び石炭製品0.8042980.900042電力・ガス及び水道
1.775420.794286家具及び他の製造業0.9669870.836471飲食店及び宿泊
2.7166780.794155卸・小売0.9283760.641825通信及び放送
1.5971930.829569運送及び保管0.5226880.908153公共行政及び国防
2.7256090.820195金融及び保険0.6010050.811937教育及び保健
1.6033510.856622不動産及び事業サービス
呉　　　蓮　煥
　2000年の産業別影響力係数と感応度係数により，各産業の特徴を見ると，他産業に対する
影響力，他産業から受ける感応度がともに強い産業（図5－3の第 1 象限）は，木材及び紙製
品，化学製品，第 1 次金属製品，金属製品，一般機械，自動車，飲食店及び宿泊，その他で
ある。
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〔表5－2〕　韓国の産業別影響力係数と感応度係数（1995年）
感応度係数影響力係数2　象　限感応度係数影響力係数1　象　限
0.7416451.092669飲食用品1.0702671.092924印刷及び出版
0.7706111.053722繊維及び革製品1.0540291.010892化学製品
0.6846641.06892非金属鉱物製品1.4778771.106272第 1 次金属製品
0.8001751.014037電気及び電子機器1.2317661.215167金属製品
0.701971.051399精密機器1.0217271.091174一般機械
0.7517551.024468家具及び他の製造業1.0614461.216172自動車
0.7256791.057341建設1.0137871.444852その他
感応度係数影響力係数4　象　限感応度係数影響力係数3　象　限
1.1176380.853272農林水産品0.7147680.904668鉱産品
1.347870.694187石油及び石炭製品0.9410760.92883飲食店及び宿泊
1.2825140.874427電力・ガス及び水道0.5436480.90062公共行政及び国防
2.1133010.835979卸・小売0.8551010.812442教育及び保健
1.7012870.819963運送及び保管0.6355050.955241社会及び他のサービス
1.080140.708532通信及び放送
2.4613050.804028金融及び保険
2.002350.864627不動産及び事業サービス
1.442190.985716木材及び紙製品
〔図5－2〕　韓国の産業別影響力係数と感応度係数のプロット（1995年）
韓国の産業別影響力係数及び感応度係数について
　他産業に対する影響力が強く，他産業から受ける感応度が弱い産業（第 2 象限）は，飲食
用品，繊維及び革製品，印刷及び出版，非金属鉱物製品，精密機器，家具及び他の製造業，
建設である。
　他産業に対する影響力，他産業から受ける感応度がともに弱い産業（第 3 象限）は，鉱産
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〔図5－3〕　韓国の産業別影響力係数と感応度係数のプロット（2000年）
〔表5－3〕　韓国の産業別影響力係数と感応度係数（2000年）
感応度係数影響力係数2　象　限感応度係数影響力係数1　象　限
0.6753921.086327飲食用品1.4023341.079742木材及び紙製品
0.7850321.072631繊維及び革製品1.1009521.030845化学製品
0.9692291.195844印刷及び出版1.4052211.112276第 1 次金属製品
0.6597171.078309非金属鉱物製品1.2774011.149263金属製品
0.7079981.055782精密機器1.034861.135972一般機械
0.6999571.03857家具及び他の製造業1.0480121.338061自動車
0.6659861.079882建設1.5328471.063859飲食店及び宿泊
1.0073781.365669その他
感応度係数影響力係数4　象　限感応度係数影響力係数3　象　限
1.1025510.897561農林水産品0.6550170.957783鉱産品
1.5879660.638247石油及び石炭製品0.5300070.808592公共行政及び国防
1.3211850.772516電力・ガス及び水道0.8898570.834523教育及び保健
2.2955470.837562卸・小売0.6538820.973354社会及び他のサービス
1.396020.803842運送及び保管0.8514180.994164電気及び電子機器
1.4024020.871436通信及び放送
2.5962250.790549金融及び保険
2.1068280.817895不動産及び事業サービス
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品，公共行政及び国防，教育及び保健，社会及び他のサービス，電気及び電子機器である。
　他産業に対する影響力が弱く，他産業から受ける感応度が強い産業（第 4 象限）は農林水
産品，石油及び石炭製品，電力・ガス及び水道，卸・小売，運送及び保管，金融及び保険，
通信及び放送，不動産及び事業サービス等である。
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〔表5－4〕　韓国の産業別影響力係数と感応度係数（2003年）
感応度係数影響力係数2　象　限感応度係数影響力係数1　象　限
0.6978021.110236飲食用品1.3275091.102255木材及び紙製品
0.7772521.045117繊維及び革製品1.0271231.146878印刷及び出版
0.6610561.0727非金属鉱物製品1.0616721.030858化学製品
0.6985461.050937家具及び他の製造業1.4423591.115338第 1 次金属製品
0.6778591.082213建設1.3319421.155384金属製品
0.9718831.465133その他1.0053081.169928一般機械
1.0864441.315934自動車
1.5703111.042339飲食店及び宿泊
感応度係数影響力係数4　象　限感応度係数影響力係数3　象　限
1.067020.900529農林水産品0.6647280.917652鉱産品
1.5580770.644058石油及び石炭製品0.8175510.999771電気及び電子機器
1.3548660.781531電力・ガス及び水道0.679060.99148精密機器
2.1855570.854286卸・小売0.6484240.823212公共行政及び国防
2.177110.830854運送及び保管0.9556330.854421教育及び保健
1.3476920.850878通信及び放送0.6558840.98633社会及び他のサービス
2.2407230.782652金融及び保険
2.2588240.82199不動産及び事業サービス
〔図5－4〕　韓国の産業別影響力係数と感応度係数のプロット（2003年）
韓国の産業別影響力係数及び感応度係数について
　2003年の産業別影響力係数と感応度係数により，各産業の特徴を見ると，他産業に対する
影響力，他産業から受ける感応度がともに強い産業（図5－4の第 1 象限）は，木材及び紙製
品，印刷及び出版，化学製品，第 1 次金属製品，金属製品，一般機械，自動車，飲食店及び
宿泊である。
　他産業に対する影響力が強く，他産業から受ける感応度が弱い産業（第 2 象限）は，飲食
用品，繊維及び革製品，非金属鉱物製品，家具及び他の製造業，建設，その他である。
　他産業に対する影響力，他産業から受ける感応度がともに弱い産業（第 3 象限）は，鉱産
品，電気及び電子機器，精密機器，公共行政及び国防，教育及び保健，社会及び他のサービ
スである。
　他産業に対する影響力が弱く，他産業から受ける感応度が強い産業（第 4 象限）は農林水
産品，石油及び石炭製品，電力・ガス及び水道，卸・小売，運送及び保管，通信及び放送，
金融及び保険，不動産及び事業サービス等である。
結　　　　　論
　1990年，1995年，2000年，2003年の産業別影響力係数と感応度係数をみると，①のケース
は，1990年では28産業中 6 産業となっており，1995年では 7 産業に増加していた。その中に
は，自動車産業，一般機械が含まれていた。さらに，2000年と2003年では 8 産業に変化して
いた。このデータから推測するに，韓国として，化学製品，第 1 次金属製品，金属製品，一
般機械，自動車などが弾力的な産業であると思われる。
　また，ケース③と④は，1990年，1995年，2000年，2003年では，28産業中10産業であっ
た。このデータから推測するに，韓国として，農林水産品，石油及び石炭製品，卸・小売，
運送及び保管，金融及び保険，不動産及び事業サービス，鉱産品，公共行政及び国防などが
硬直的な産業であると思われる。
　以上より，韓国の産業連関表（1990年，1995年，2000年，2003年）から考察した韓国の経
済に大きな牽引役を果たしたものは，化学製品，第 1 次金属製品，金属製品，一般機械，自
動車の各産業であると結論付けられる。しかし，韓国にとって，主力な産業である電気及び
電子機器，精密機器が含まれてないのは今後，研究を行うことが必要であろう。
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